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�愛媛県告示第８２６号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成２２年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８２７号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成２２年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

� 目 次 �
告 示

○ 医師の指定…………………………………………………………………５３６

○ 指定障害福祉サービス事業者の指定……………………………………５３６

○ 指定障害福祉サービス事業を行う事業者の所在地の変更……………５３７

○ 指定障害福祉サービス事業の廃止………………………………………５３７

○ 指定自立支援医療機関の指定……………………………………………５３７

○ 指定相談支援を行う事業所の所在地の変更……………………………５３７

○ 義務付保の同意を求めるための事前届出及び指定漁船調書の縦覧…５３８
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○ 道路の区域変更（県道松山空港線）……………………………………５３９
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○ 平成２１年度社団法人全国公営住宅火災共済機構の経営状況の公表…５３９

○ 土地の売払い………………………………………………………………５３９

公安委員会規則

○ 愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則……………………………５４０

○ 質屋営業法施行細則………………………………………………………５４１

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

肝 臓 機 能 障 害 外 科 医療法人沖縄徳洲会
宇和島徳洲会病院 松 原 淳 宇和島市住吉町２丁目６－２４ 平成

２２年７月１日

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸・小腸
機能障害

内 科 西予市立野村病院 � 山 千 幸 西予市野村町野村９号５３番地 平成
２２年７月１日

肢 体 不 自 由 脳神経外科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 井 上 明 宏 東温市志津川 平成

２２年７月１日

肢 体 不 自 由 内科・放射線
科 放 射 線 第 一 病 院 原 武 史 今治市北日吉町１丁目１０番５０号 平成

２２年７月１日

聴覚・平衡・音声・言語・そし
ゃく機能障害 耳鼻咽喉科 市 立 宇 和 島 病 院 清 水 義 貴 宇和島市御殿町１番１号 平成

２２年７月１日

肢 体 不 自 由 内 科 公立学校共済組合四
国中央病院 和 田 敏 裕 四国中央市川之江町２２３３番地 平成

２２年７月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０１０１５０５ 特定非営利活動法人さ
なえ

松山市一番町１丁目１４
番地７ 小 川 純 人 就労移行支援 さなえワークス天山 松山市福音寺町７５０番

地
平成２２年
６月１日

３８１０２００３５６ 医療法人やすらぎ会 今治市別宮町二丁目１
番地５ 鈴 木 孝 居宅介護 ヘルパーステーション

えがお
今治市別宮町二丁目１
番地２０ハイツきらら１０
１号室

平成２２年
６月１日

３８１０２００３５６ 医療法人やすらぎ会 今治市別宮町二丁目１
番地５ 鈴 木 孝 重度訪問介護 ヘルパーステーション

えがお
今治市別宮町二丁目１
番地２０ハイツきらら１０
１号室

平成２２年
６月１日

３８１１５００２１８ 有限会社まるいち 東温市南方４７４番地の
９ 渡 部 英 樹 居宅介護 有限会社まるいち訪問

介護事業所
東温市南方４７４番地の
９

平成２２年
６月１日

３８１１５００２１８ 有限会社まるいち 東温市南方４７４番地の
９ 渡 部 英 樹 重度訪問介護 有限会社まるいち訪問

介護事業所
東温市南方４７４番地の
９

平成２２年
６月１日

毎週（火・金）曜日発行 第２１８６号 平成２２年７月２３日

平成２２年７月２３日金曜日 第２１８６号

愛 媛 県 報

５３６
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�愛媛県告示第８２８号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり指定障害福祉サー

ビス事業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成２２年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８２９号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり指定障害福祉サー

ビス事業を廃止した旨の届出があった。

平成２２年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８３０号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成２２年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８３１号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定相談支援事業者から次のとおり指定相談支援事業所の所在

地を変更した旨の届出があった。

平成２２年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

事業者番号

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者
指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日氏名又は名称 主たる事務所

の 所 在 地 代表者の氏名 名 称
所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８２０２０００４０ 社会福祉法人来島
会

今治市北宝来町２
－２－１２ 越 智 一 博 共同生活援助 フレンドシップホ

ーム�
今治市上徳甲４３０
－１４

今治市室屋町一丁
目１－８

平成２２年
５月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
届 出
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０６０００３５ 株式会社ジェイコム 西条市氷見丙４４４番地
の１ 眞 鍋 敏 朗 居宅介護 ヘルパーステーション

まなべ 西条市氷見丙４７７番地 平成２２年
６月３０日

３８１０６０００３５ 株式会社ジェイコム 西条市氷見丙４４４番地
の１ 眞 鍋 敏 朗 重度訪問介護 ヘルパーステーション

まなべ 西条市氷見丙４７７番地 平成２２年
６月３０日

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

あかり薬局駅前店 新居浜市坂井町２丁目５番４３号 大廣 貴士 薬局（育成医療・
更生医療）

平成２２年
７月１日

あおぞら調剤薬局 今治市北宝来町２丁目３番地６ 株式会社アガペ 薬局（育成医療・
更生医療）

平成２２年
７月１日

３８１１５００２１８ 有限会社まるいち 東温市南方４７４番地の
９ 渡 部 英 樹 行動援護 有限会社まるいち訪問

介護事業所
東温市南方４７４番地の
９

平成２２年
６月１日

３８１０１０１６２０ 株式会社ラビダ 松山市和気町二丁目７４
７番地１６ 松 崎 博 子 居宅介護 訪問介護事業所ラビダ 松山市和気町二丁目７４

７番地１６
平成２２年
６月２１日

３８１０１０１６２０ 株式会社ラビダ 松山市和気町二丁目７４
７番地１６ 松 崎 博 子 重度訪問介護 訪問介護事業所ラビダ 松山市和気町二丁目７４

７番地１６
平成２２年
６月２１日

３８２０６００３１４ 特定非営利活動法人石
鎚

西条市神拝甲３２４番地
２西条市総合福祉セン
ター内

津 島 功 明 共同生活援助 ＮＰＯ法人石鎚グルー
プホームさくらの家 西条市福武甲５７７－１ 平成２２年

６月２１日

３８１４０００１６６ 株式会社ケアサポート
そよかぜ

南宇和郡愛南町御荘平
城４８８１番地 島 内 そよみ 居宅介護 ケアサポートそよかぜ 南宇和郡愛南町御荘平

城４８８１番地
平成２２年
６月２３日

３８１４０００１６６ 株式会社ケアサポート
そよかぜ

南宇和郡愛南町御荘平
城４８８１番地 島 内 そよみ 重度訪問介護 ケアサポートそよかぜ 南宇和郡愛南町御荘平

城４８８１番地
平成２２年
６月２３日

愛 媛 県 報平成２２年７月２３日 第２１８６号

５３７
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�愛媛県告示第８３２号
漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項の規定により、漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条第１項

の規定による同意を求めるための事前届出があったので、同政令第５条第３項の規定により、１のとおり公示し、及び２のとおり指定漁船

調書を縦覧に供する。

平成２２年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出事項

（南予地方局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

八幡浜市合田１１９４番地

中 川 嘉十郎

八幡浜市向灘４１０番地

松 本 嘉 晃

八幡浜市川上町白石乙７－１

矢 野 円 常
八 幡 浜 八幡浜漁業協同組合

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成２２年８月６日から同年８月２０日まで

� 縦覧場所

次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ当該右欄に掲げる場所

南予地 方 局 管 内 の 加 入 区 南 予 地 方 局 産 業 経 済 部
八 幡 浜 支 局 水 産 課

�愛媛県告示第８３３号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２２年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

事業者番号

指 定 相 談 支 援 事 業 者 指 定 相 談 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称 主たる事務所

の 所 在 地 代表者の氏名 名 称
所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８３０３０００２０ 宇和島市 宇和島市曙町１番地 石 橋 寛 久
宇和島市障害者地域
活動支援センターグ
リーン工房

宇和島市津島町高田
甲１８番地１

宇和島市津島町高田
甲１６番地１

平成２２年
４月１日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１７）第３２７３号 平成１７年
６月２４日 愛和工業� 圖子 政行 西条市氷見乙２８２ 平成２２年

６月２日 管工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１８）第６６５８号 平成１９年
３月２７日 安永瓦工業� 安永 修 今治市菊間町浜７７０ 平成２２年

６月２日 屋根工事業 建設業の廃止

（般－１９）第１３７８１号 平成１９年
８月５日 ＡＢＥ建設企画 阿部 昇 今治市泉川町１－１－２２ 平成２２年

６月２日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１７）第３３８０号 平成１７年
８月２日 常和建設 大西 常正 四国中央市柴生町１６ 平成２２年

６月３日 建築工事業 建設業の廃止

（特－１７）第６１８７号 平成１７年
１２月１６日 �藤川組 藤川 裕司 四国中央市三島宮川２－

６－２７
平成２２年
６月３日 土木工事業、建築工事業 建設業の廃止

（特－２０）第３５０３号 平成２１年
３月１１日 �サンケン 藤田 輝幸 新居浜市八幡１－１８－３６ 平成２２年

６月４日
建築工事業、塗装工事業
防水工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１８）第９２７０号 平成１８年
１１月１４日 矢野工務店 矢野 和孝 四国中央市豊岡町大町１３

８４
平成２２年
６月４日 建築工事業、大工工事業 建設業の廃止

（般－２０）第１６４３６号 平成２１年
２月１８日 �アメニティ・タイム �木 英次 西条市神拝甲１５０－１ 平成２２年

６月１１日 ガラス工事業 建設業の廃止

（般－１７）第５９４６号 平成１８年
２月１５日 東予タカラ住設 櫛部 茂雄 西条市丹原町長野１６９５ 平成２２年

６月１６日
土木工事業、管工事業
水道施設工事業 建設業の廃止

（般－１９）第１５１８４号 平成１９年
１１月１４日 �エヌケーアイ 篠原 英樹 四国中央市妻鳥町２４６７－

１５
平成２２年
６月２３日

土木工事業、建築工事業
とび・土工工事業
ほ装工事業

建設業の廃止

（般－１８）第４２９５号 平成１８年
１１月１５日 �ウスイ電業 碓井 良和 新居浜市多喜浜５－２－

１０
平成２２年
６月２４日 消防施設工事業 建設業の廃止

（一部）

愛 媛 県 報平成２２年７月２３日 第２１８６号

５３８
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�愛媛県告示第８３４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

中島土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２２年７月２３日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�公 告

平成２１年度社団法人全国公営住宅火災共済機構の経営状況の

公表について

社団法人全国公営住宅火災共済機構理事長河崎広二から通知のあ

った平成２１年度社団法人全国公営住宅火災共済機構の経営状況につ

いて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６３条の２第３項の規

定により、次のとおり公表する。

平成２２年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業実績

加入都道府県市区町村会員数 ６８８会員

加入戸数 ８８１，６５０戸

共済委託契約金額 ７，８６８，７３１，２８６千円

火災共済掛金 １，０６６，９３９千円

被災戸数 ２４２戸

火災共済給付金 ２８３，２７４千円

特定給付金 １６，６４４千円

復興建築助成戸数 １２６戸

復興建築助成金 ６１，５５１千円

住宅災害見舞戸数 ６４１戸

住宅災害見舞金 ３７，７４０千円

住宅防火施設整備補助会員数 ２１１会員

住宅防火施設整備補助金 １０７，８９１千円

２ 貸借対照表（平成２２年３月３１日現在）

� 資産の部

ア 流動資産 ６８７，９８３千円

イ 固定資産

� 特定資産

ａ 異常危険準備金資産 ２，９１３，９６７千円

ｂ その他特定資産 １，７０２，４５４千円

� その他固定資産 ３６６，３２０千円

資産合計 ５，６７０，７２４千円

� 負債の部

ア 流動負債 ６０９，６８０千円

イ 固定負債 ３，０４２，６８２千円

負債合計 ３，６５２，３６２千円

� 正味財産の部

正味財産合計 ２，０１８，３６２千円

負債及び正味財産合計 ５，６７０，７２４千円

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２２年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

土地の売払い

� 売り払う土地の所在地、地目及び地積

所在地 地目 地積 予定価格

大洲市長浜字千舟町甲５７０番 学 校
用 地 ７８９．４６� ２５，２００，０００円

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当しない者であること。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当する者

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）及び警察当局から排除要請がある者

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参

加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のな

い者の入札への参加は認めない。

�愛媛県告示第８３５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（般－１８）第１２３９８号 平成１８年
１０月８日 �神戸建設 川下 兼吉 西条市安知生３６５－５ 平成２２年

６月３０日
土木工事業、建築工事業
大工工事業 建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 松山空港線
松山市竹原二丁目１４４番６から

同市竹原町一丁目１番１地先まで

旧 ８．０～１９．１ ０．３３０

新 １１．４～２１．４ ０．３３０

愛 媛 県 報平成２２年７月２３日 第２１８６号

５３９



公安委員会規則

ア 提出期間

平成２２年７月２３日（金）から８月２７日（金）までの執務時

間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時１５

分までをいう。）

イ 提出場所

愛媛県総務部管理局総務管理課財産管理グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２５５

ウ 提出方法

持参又は郵送等（書留郵便又は民間事業者による信書の送

達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定

する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信

書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち

書留郵便に準ずるものに限る。以下同じ。）により提出する

こと。電送による提出は、認めない。

エ 郵送等による提出の取扱い

郵送等による提出の場合は、平成２２年８月２７日（金）午後

５時１５分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書及び入札参加申込書の交

付場所並びに問い合わせ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成２２年８月１０日（火）午前１１時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成２２年９月１４日（火）午前１１時

� 入札及び開札の場所

大洲市長浜甲４８０－１

愛媛県立長浜高等学校１階会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金

を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代

理金融機関又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をし

た小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付

しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者
に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無

効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規

定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格を

もって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を風俗

営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項

に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用

に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、売り

払う土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地

を第三者に貸してはならない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を暴力

団又は法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある

団体等であることが指定されているものの事務所その他これ

に類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを

知りながら、売り払う土地の所有権を第三者に移転し、若し

くは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

�愛媛県公安委員会規則第８号
愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年７月２３日

愛媛県公安委員会委員長 � 井 實

愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則

愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（交通規制の対象から除く車両）

第２条 法第４条第２項の規定により、交通規制の対象から除く車

両は、道路標識により表示するもののほか、次に掲げるとおりと

（交通規制の対象から除く車両）

第２条 法第４条第２項の規定により、交通規制の対象から除く車

両は、道路標識により表示するもののほか、次に掲げるとおりと

愛 媛 県 報平成２２年７月２３日 第２１８６号
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する。

� 道路標識又は道路標示による交通規制（高速自動車国道の本

線車道（令第２７条の２に規定する本線車道を除く。）にあって

は１００キロメートル毎時、その他の道路にあっては６０キロメー

トル毎時を超える最高速度の規制、軌道敷内通行可の規制、駐

車可の規制及び停車可の規制を除く。）の対象から除く自動車

ア～エ 省略

�～� 省略

２～７ 省略

（軽車両の乗車又は積載の制限）

第１０条 法第５７条第２項の規定により、軽車両の運転者は、次の各

号に定める乗車人員又は積載物の重量、大きさ若しくは積載の方

法の制限をこえて乗車をさせ、又は積載をして軽車両を運転して

はならない。

� 乗車人員の制限は、次のとおりとする。

ア 自転車には、運転者以外の者を乗車させないこと。ただし、

次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。

�～� 省略

� タンデム車（２人乗り用としての構造を有し、かつ、ペ

ダル装置が縦列に設けられた二輪又は三輪の自転車をい

う。）に運転者以外の者１人を乗車させている場合

� 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第４８条の１４第２項に規定

する自転車専用道路又は自転車歩行者専用道路において、

その乗車装置に応じた人員を乗車させている場合

� 省略

イ 省略

�～� 省略

（運転者の遵守事項）

第１２条 法第７１条第６号の規定により、車両又は路面電車（以下「車

両等」という。）の運転者が遵守しなければならない事項は、次の

各号に掲げるものとする。

�～� 省略

� 令第１３条第１項に規定する自動車 以外の自動車を運転す

るときは、緊急自動車の警光灯と紛らわしい灯火を点灯し、又

はサイレン音若しくはこれと類似する音を発しないこと。

� 省略

する。

� 道路標識又は道路標示による交通規制

の対象から除く自動車

ア～エ 省略

�～� 省略

２～７ 省略

（軽車両の乗車又は積載の制限）

第１０条 法第５７条第２項の規定により、軽車両の運転者は、次の各

号に定める乗車人員又は積載物の重量、大きさ若しくは積載の方

法の制限をこえて乗車をさせ、又は積載をして軽車両を運転して

はならない。

� 乗車人員の制限は、次のとおりとする。

ア 自転車には、運転者以外の者を乗車させないこと。ただし、

次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。

�～� 省略

� 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第４８条の１４第２項に規定

する自転車専用道路 において、

その乗車装置に応じた人員を乗車させている場合

� 省略

イ 省略

�～� 省略

（運転者の遵守事項）

第１２条 法第７１条第６号の規定により、車両又は路面電車（以下「車

両等」という。）の運転者が遵守しなければならない事項は、次の

各号に掲げるものとする。

�～� 省略

� 令第１３条第１項に規定する緊急自動車以外の自動車を運転す

るときは、緊急自動車の警光灯と紛らわしい灯火を点灯し、又

はサイレン音若しくはこれと類似する音を発しないこと。

� 省略

附 則

この規則は、平成２２年８月１日から施行する。

�愛媛県公安委員会規則第９号
質屋営業法施行細則を次のように定める。

平成２２年７月２３日

愛媛県公安委員会委員長 � 井 實

質屋営業法施行細則

質屋営業法施行細則（平成６年愛媛県公安委員会規則第１４号）の全部を改正する。

（趣旨）

第１条 この規則は、質屋営業法施行規則（昭和２５年総理府令第２５号）に定めるもののほか、質屋営業法（昭和２５年法律第１５８号。以下「法」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（申請書の提出部数）

第２条 法第２条第１項及び第４条第１項の規定による許可申請書の提出部数は、１通とする。

（書面の様式）

第３条 法第３条第３項の書面の様式は、不許可通知書（様式第１号）のとおりとする。
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（処分の通知）

第４条 次の表の左欄に掲げる処分の通知は、同表の右欄に掲げる書面の様式を交付して行うものとする。

項 左欄 右欄

１ 法第２５条の規定による質屋の許可の取消し 許可取消処分通知書（様式第２号）

２ 法第２５条の規定による質屋営業の停止命令 営業停止命令書（様式第３号）

３
法第２８条第３項第１号又は第６項の規定による質契約終了行為者の承認

又は不承認
質契約終了行為者承認（不承認）通知書（様式第４号）

４
法第２８条第５項又は第６項の規定による質契約終了行為場所の変更の承

認又は不承認
質契約終了行為場所変更承認（不承認）通知書（様式第５号）

（補則）

第５条 この規則に定めるもののほか、法の施行に関し必要な細目は、警察本部長が定める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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様式第１号（第３条関係）

公委 第 号
年 月 日

不 許 可 通 知 書

住所又は居所

氏名又は名称 殿

愛媛県公安委員会 �

年 月 日付けで申請のあった質屋営業の許可については、次の
理由により許可をしないので、質屋営業法（昭和２５年法律第１５８号）第３条
第３項の規定により通知する。

理 由

愛 媛 県 報平成２２年７月２３日 第２１８６号

５４３



様式第２号（第４条関係）

公委 第 号
年 月 日

許 可 取 消 処 分 通 知 書

住所又は居所

許 可 年 月 日

許 可 証 番 号

氏名又は名称 殿

愛媛県公安委員会 �

質屋営業法（昭和２５年法律第１５８号）第２５条
第１項

の規定により、質屋
第２項

の許可を取り消す。

理 由

注 不要の文字は、横線で消すこと。
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様式第３号（第４条関係）

公委 第 号
年 月 日

営 業 停 止 命 令 書

住所又は居所

氏名又は名称 殿

愛媛県公安委員会 �

質屋営業法（昭和２５年法律第１５８号）第２５条
第１項

の規定により、次の
第２項

とおり質屋営業の停止を命ずる。

１ 停止の範囲

２ 停止の期間
年 月 日から 年 月 日まで 日間

３ 理 由

注 不要の文字は、横線で消すこと。
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様式第４号（第４条関係）

公委 第 号
年 月 日

質契約終了行為者
承 認

通知書
不承認

住所又は居所

氏名又は名称 殿

愛媛県公安委員会 �

年 月 日付けで申請のあった質契約終了行為者については、
承 認 す る。
次の理由により承認しない。

理 由

注 不要の文字は、横線で消すこと。
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様式第５号（第４条関係）

公委 第 号
年 月 日

質契約終了行為場所変更
承 認

通知書
不承認

住所又は居所

氏名又は名称 殿

愛媛県公安委員会 �

年 月 日付けで申請のあった質契約終了行為場所の変更につい

ては、
承 認 す る。
次の理由により承認しない。

理 由

注 不要の文字は、横線で消すこと。

平成２２年７月２３日 発行
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